
 

 

 

2023年 11月 29日 

各 位 

上場会社名    古河機械金属株式会社 

代表者名     代表取締役社長 中戸川 稔 

(コード番号 5715 東証プライム) 

問合せ先責任者 サステナビリティ推進部長 髙木 智浩 

(TEL 03-6636-9537) 

 

人権方針策定に関するお知らせ 

当社は、これまでも「古河機械金属グループ 企業行動憲章」および「古河機械金属グループ 役職

員行動基準」に基づき、人権に配慮して事業活動を行ってまいりましたが、国連の「ビジネスと人権

に関する指導原則」にのっとり、「古河機械金属グループ人権方針」を策定し、本日開催の当社取締役

会において決議いたしましたのでお知らせいたします。 

本方針の内容につきましては、別紙をご確認ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪問合せ先≫ 

古河機械金属株式会社 経営企画部 広報・IR 課  TEL 03-6636-9501 



(別紙) 

古河機械金属グループ人権方針 

 

古河機械金属グループは、鉱山開発に始まり、社会基盤を支える技術を進化させ、常に挑

戦する気概をもって社会に必要とされる企業であり続けるという「経営理念」の下、グロー

バルに事業活動を展開しています。 

私たちは、当社グループの事業活動が直接または間接的に人権に影響を及ぼす可能性が

あることを認識し、ビジネスに関わる全ての人の人権を尊重するために、「古河機械金属グ

ループ人権方針」（以下「本方針」といいます。）をここに定め、人権尊重の取り組みを推

進していきます。 

 

1．人権の尊重 

当社グループは、国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」を基本として、「国際人権

章典」、国際労働機関（ILO）の「労働における基本的原則及び権利に関する ILO宣言」等の

人権に関する国際規範を支持、尊重します。具体的には、基本的人権を尊重し、人種・国籍・

性別・宗教・信条等による差別やハラスメント・暴力の禁止、ダイバーシティ（多様性）の

推進、児童労働の禁止、強制労働（人身取引を含みます。）の禁止、不合理な移動制限の禁

止、結社の自由と団体交渉権の尊重、労働安全衛生の確保、労働災害の未然防止および責任

ある調達等の取り組みを推進します。 

また、当社グループは、事業活動を行うそれぞれの国または地域における法令を遵守しま

す。各国または地域の法令と国際的な人権の原則に矛盾がある場合には、国際的な人権の原

則を尊重する方法を追求します。 

なお、本方針は、「古河機械金属グループ 企業行動憲章」および「古河機械金属グループ

役職員行動基準」に基づき、人権尊重の取り組みを推進するものです。 

 

2．適用範囲 

本方針は、当社グループ全ての役員および従業員（契約社員、臨時社員、パートタイマー、

他社からの出向者を含みます。）に適用されます。また、自らの事業活動に関係するサプラ

イヤー等のビジネスパートナーに対しても、本方針の支持と人権尊重に努めるよう求めま

す。 

 

3．人権尊重の推進体制 

当社グループは、本方針を実現するため、グループ横断組織を設置し、当社取締役会の監

督の下、人権尊重の取り組みを進めていきます。 

  



(別紙) 

4．人権デュー・ディリジェンス 

当社グループは、「ビジネスと人権に関する指導原則」に基づく手順に従って人権デュー・

ディリジェンスの仕組みを構築し、人権への負の影響を特定し、防止または軽減することに

努めます。 

 

5．救済 

当社グループが人権に対する負の影響を引き起こした、またはこれに関与したことが明

らかになった場合、適切な手続きを通じてその救済に取り組みます。 

 

6．教育・啓発 

当社グループは、本方針の実効性を確保するため、当社グループ役員および従業員に対し

適切な教育や研修を行うとともに、サプライヤー等のビジネスパートナーに対しても理解

を得るための活動を進めていきます。 

 

7．ステークホルダーとの対話 

当社グループは、社内外の様々なステークホルダーとの対話や協議を通じて、本方針の取

り組みを進化させていきます。 

 

8．情報開示 

当社グループは、本方針に基づく人権尊重の取り組みの推進状況について、ウェブサイト

等にて開示します。 

 

本方針は、当社グループリスクマネジメント委員会にて協議され、当社取締役会にて承認

されました。 

 

2023年 11月 29日制定 

古河機械金属株式会社 

代表取締役社長 中戸川 稔 

 


